
平成平成平成平成２３２３２３２３年職種別民間給与実態調査年職種別民間給与実態調査年職種別民間給与実態調査年職種別民間給与実態調査のののの実施実施実施実施についてについてについてについて平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年６６６６月月月月１７１７１７１７日日日日奈良県人事委員会奈良県人事委員会奈良県人事委員会奈良県人事委員会奈良県人事委員会は、人事院および都道府県市特別区人事委員会と共同して、公務員の給与と民間従業員の給与を比較するための資料を得ることを目的として、平成２３年職種別民間給与実態調査を実施します。その概要は次のとおりです。１１１１ 調査期間調査期間調査期間調査期間平成２３年６月２４日（金）から同年８月１０日（水）（４８日間）２２２２ 調査対象事業所調査対象事業所調査対象事業所調査対象事業所企業規模５０人以上で、事業所規模５０人以上の奈良県内の事業所 １０８所母集団事業所数・・・２８５所（人事院及び都道府県市特別区人事委員会全体では、調査対象事業所 約１０，５００所、母集団事業所数約４７，５００所。東日本大震災による被害が特に大きい岩手県、宮城県及び福島県に所在する事業所を除外）３３３３ 調査調査調査調査のののの方法方法方法方法人事院と４４都道府県、１８政令指定都市、特別区、熊本市及び和歌山市の６５人事委員会が分担し、職員が直接事業所を訪問して調査を行う。４４４４ 調査調査調査調査のののの内容内容内容内容（１）事業所単位で行う調査事項①賞与及び臨時給与の支給総額 ボーナスの民間との比較の基礎として、賞与及び月例給②毎月きまって支給する給与の支給総額 の支給状況③本年の給与改定等の状況 ・・・・・・・・ベース改定、定期昇給の状況、賞与の支給状況等④家族手当・住宅手当・通勤手当の支給状況⑤時間外労働の割増賃金率の状況⑥高齢者雇用施策の状況・・・・・・・・・・定年制度の状況、定年前の給与減額の状況⑦雇用調整の状況・・・・・・・・・・・・・平成２３年１月以降における措置の状況、４月分給与の減額の状況等（２）従業員別に行う調査事項・・・・・・・・・月例給の民間との比較の基礎として、年齢、学歴等従業員調査職種 ７８ の属性とその４月分所定内給与月額（４月分のきまって支うち初任給関係 １９ 給する給与総額と、そのうちの時間外手当額、通勤手当額）以 上


